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Ⅱ 調査結果の概要 
１ 企業全体の現況 

集計対象となった事業所は 1,276事業所で、このうち中小企業は 1,057事業所（82.8％）、大企業は 219事

業所（17.2％）となっている。（第１表） 

 

２ 事業所の現況 

集計対象となった一般労働者は 42,196 人で、このうち男性は 27,575 人（65.3％）、女性は 14,621 人

（34.7％）となっている。（第３表） 

 

３ 初任給 

令和４年度の確定初任給は、高校卒事務・技術 165,833 円、高校卒生産 169,491 円、専門学校卒事務・技

術180,800円、専門学校卒生産177,110円、短大・高専卒事務・技術176,480円、短大・高専卒生産181,511

円、大学卒事務・技術 201,434円、大学卒生産 202,434円、大学院卒事務・技術 219,381円、大学院卒生産

241,619円となっている。（第９表） 

 

４ 労働時間制度 

   １日あたりの所定労働時間は７時間 45分、１週あたりの所定労働時間は 39時間 7分となっている（第 10表）。

変形労働時間制を採用している事業所の割合は 65.5％で、規模別では中小企業が 65.2％、大企業が

66.5％となっている。（第 14表） 

 

５ 年間休日数 

 令和４年 1月から令和４年 12月までの 1年間における休日数は 111.2日となっている（第 19表）。 

 

６ 年次有給休暇 

 年次有給休暇の取得日数は、規模計で 9.9日（取得率 57.9％）、中小企業で 9.8日（同 58.3％）、大企業で

10.3日（同 57.9％）となっている。（第 20表） 

 

７ 特別休暇制度 

特別休暇制度を導入している事業所のうち、規模計で夏季休暇が 31.7％、病気休暇が 31.5％、リフレッシ

ュ休暇が 11.4％、ボランティア休暇が 9.6％、教育訓練休暇が 5.0％、骨髄ドナー休暇が 4.0％、慶弔休暇が

91.1％、記念日休暇が 3.4%となっている。（第 23表） 

 

８ 育児休業制度・育児のための休暇制度 

 令和３年７月１日から令和４年６月 30日までの 1年間に出産した者（配偶者が出産した男性を含む）のうち、

育児休業制度を利用した者（予定含む）の割合は、男性が 27.7％、女性が 91.5％となっている。（第 26表） 

 

９ 介護休業制度 

   介護休業制度の利用者がいた事業所の割合は 3.4％となっている。（第 27表） 

 

10 仕事と家庭の両立のための支援制度 

   仕事と家庭の両立ための支援制度のある事業所の割合は、育児に関するものについては 81.7％、介護に

関するものについては 78.5％となっている。（第 28表） 

 

11 テレワークの導入状況 

   テレワークを導入している事業所の割合は、20.7％となっている。（第 29表） 

 

12 職場のハラスメント 

   令和３年４月から令和４年３月までの１年間に、労働者からハラスメントに関する相談や訴えがあった事業所

の割合は、10.7％となっている。（第 30表） 

 

13 新規学卒者の求人状況 

   令和４年度の新規学卒者の採用充足率は、高校卒 44.9％、大学卒 67.1％となっている。（第 33表） 


